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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 

売上高 （千円） 4,566,196 4,408,641 4,673,054 5,182,210 5,650,375 

経常利益 （千円） 476,955 280,533 323,944 274,496 339,000 

当期純利益 （千円） 264,784 144,435 280,932 201,545 228,973 

包括利益 （千円） 267,973 179,949 353,018 245,354 207,323 

純資産額 （千円） 2,534,537 2,614,085 2,875,885 3,128,622 3,235,753 

総資産額 （千円） 3,115,160 3,203,597 3,571,796 4,129,199 4,204,501 

１株当たり純資産額 （円） 505.96 519.93 570.41 598.39 622.40 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 53.03 28.86 56.09 40.24 45.71 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） 52.85 28.82 － － － 

自己資本比率 （％） 81.2 81.3 80.0 72.6 74.1 

自己資本利益率 （％） 10.8 5.6 10.3 6.9 7.5 

株価収益率 （倍） 14.0 15.4 10.7 16.3 16.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 253,964 53,196 168,649 124,669 120,380 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △99,274 △46,920 △40,914 448,952 △359,802 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △104,519 △106,977 △100,180 7,382 △100,192 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 832,387 731,685 776,162 1,375,904 1,032,645 

従業員数 
（人） 

100 115 126 182 197 

(外、平均臨時雇用者数) （－） （－） （－） （－） （－） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第12期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

３．平均臨時雇用者数は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 

売上高 （千円） 4,424,586 4,304,128 4,599,162 5,045,424 5,323,497 

経常利益 （千円） 500,720 335,409 341,840 360,529 384,509 

当期純利益 （千円） 288,287 59,564 289,714 244,357 248,674 

資本金 （千円） 551,314 553,241 553,241 553,241 553,241 

発行済株式総数 （株） 5,001,600 5,009,000 5,009,000 5,009,000 5,009,000 

純資産額 （千円） 2,565,645 2,560,322 2,825,120 2,986,412 3,136,475 

総資産額 （千円） 3,133,150 3,132,764 3,519,969 3,876,512 4,058,092 

１株当たり純資産額 （円） 512.18 509.20 560.27 592.49 622.45 

１株当たり配当額 

（円） 

22 20 20 20 20 

（うち１株当たり中間配

当額） 
(10) (10) (10) (10) (10) 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 57.74 11.90 57.84 48.78 49.65 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） 57.54 11.89 － － － 

自己資本比率 （％） 81.8 81.4 79.7 76.6 76.8 

自己資本利益率 （％） 11.7 2.3 10.8 8.5 8.2 

株価収益率 （倍） 12.8 37.4 10.3 13.5 14.7 

配当性向 （％） 38.1 168.1 34.6 41.0 40.3 

従業員数 
（人） 

79 92 111 118 125 

(外、平均臨時雇用者数) （－） （－） （－） （－） （－） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第12期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

３．第10期の１株当たり配当額には、創立10周年記念配当２円を含んでおります。

４．平均臨時雇用者数は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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２【沿革】

 当社は、平成14年１月７日にオプテックス株式会社（分割会社、昭和54年５月設立、本社 滋賀県大津市）の産業

用光電センサ事業部門に属する権利義務を承継し、会社分割により設立いたしました。

 この会社分割は、昭和54年の創業以来、人体から放射される微弱な遠赤外線を検知する防犯用センサの開発を手始

めに、その応用技術で自動ドア用センサ、光電センサ・非接触温度計、透視度監視用センサへと事業領域を拡大して

きたオプテックス株式会社が、その事業領域の中でも事業特性の異なる産業用機器分野において機動的な事業運営を

行い、かつ事業特性を生かした経営に特化することで当該産業用光電センサ事業の価値を高めることを目的としたも

のであります。

 

 オプテックス株式会社における産業用光電センサ事業部門の事業内容の変遷は以下のとおりであります。

年月 事項

昭和60年９月 オプテックス㈱において光電センサの開発に着手

昭和61年３月 汎用型アンプ内蔵光電センサ（第一号機）発売開始

昭和62年５月 独国のSICK Gmbh（現、SICK AG社）とOEM契約により欧州向け出荷開始

昭和63年７月 韓国、中国へ出荷開始

平成元年４月 SICK Gmbh（現、SICK AG社）とオプテックス㈱が汎用型光電センサの開発を目的に合弁

（出資比率50:50）にてジックオプテックス㈱を設立（所在地：京都市下京区）

平成13年７月 汎用型アンプ内蔵フリー電源光電センサを中国広東省東莞にて生産開始

 

 また、当社設立以後の事業内容の変遷は、以下のとおりであります。

年月 事項

平成14年１月 オプテックス㈱の産業用光電センサ事業部門を分社化し、京都市山科区に資本金

200,000千円をもってオプテックス・エフエー㈱を設立。同時に東京営業所を東京都 

新宿区に開設

平成15年９月 カメラ、照明、コントローラー、モニターを一体化した液晶画面内蔵カラービジョンセンサ「Ｃ

ＶＳシリーズ」を開発、発売

10月 SICK AG社と小型汎用光電センサの開発・販売に関し、「Renewal of Partnership Agreement」

締結

平成17年８月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場

平成18年１月 ＬＥＤ事業を開始

７月 名古屋営業所を名古屋市名東区に開設

平成19年２月 日本エフ・エーシステム株式会社の株式を取得し子会社化

    ５月 マルチカメラ画像センサ「ＭＶＳシリーズ」を開発、販売

    11月 本社を京都市下京区に移転

平成21年２月 東京営業所を東京都新宿区内で移転

平成22年９月 本社を京都リサーチパーク９号館に移転

    10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場の

統合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）市場に株式を上場

平成23年３月 東京営業所を東京都品川区に移転

    10月 九州営業所を福岡市中央区に開設

平成24年７月 神戸営業所を神戸市中央区に開設

    10月 海老名営業所を神奈川県海老名市に開設

平成25年７月 日本エフ・エーシステム株式会社を吸収合併

    ９月 センサビジョン株式会社を京都市下京区に設立

    11月 広州奥泰斯工業自動化控制設備有限公司を中国広東省広州市に設立 
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３【事業の内容】

 当社グループは、当社、子会社２社、関連会社１社により構成されており、当社は当社の親会社であるオプテック

ス株式会社及びその関係会社により構成されるオプテックスグループに属しております。

 オプテックスグループは各種センサ及び同装置に関する各種システムの開発、設計並びに製造販売を行っており、

当社、親会社、子会社及び関連会社の位置付けは以下のとおりであります。 

 なお、当社グループは、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売並びにこれらの付帯業務の単一事業でありま

す。

 

(1）当社

 当社は、あらゆる製造分野の工場における製造ラインの自動化・省力化には不可欠な光電センサを主とするＦＡ

センサ(産業用センサ)、距離を計測する変位センサ、カメラを用いた画像センサ等の製品開発、設計、製造、販売

を主たる事業としております。 

 当社において画像センサやＬＥＤ照明等といったアプリケーション機器の企画開発を行い、それ以外のアプリケ

ーション機器及び汎用機器の企画開発については、関連会社（SICK AG社との合弁会社）であるジックオプテック

ス株式会社及び連結子会社であるセンサビジョン株式会社に委託しております。

 

(2）子会社

① 広州奥泰斯工業自動化控制設備有限公司

 主に当社より光電センサ等の供給を受け、中国国内で販売しております。

② センサビジョン株式会社

 光電センサのうち汎用機器の企画開発を行っております。
 

 

(3）関連会社

 関連会社は、ジックオプテックス株式会社１社であり、主としてSICK AG社及び当社より汎用機器及び画像セン

サ等を除くアプリケーション機器の企画開発及び設計委託を受けております。

 

(4）親会社

 オプテックス株式会社は、主として当社と領域の異なる人体検知センサ（防犯、自動ドア等）及び同装置に関す

る各種システムの開発、設計を行い、製造関係会社及び外注業者により製造した製品を販売子会社あるいは代理店

を通じて販売しております。

 当社は、当該会社の連結子会社であるOPTEX(DONGGUAN)CO.,LTD.及び関連会社であるオフロム株式会社に当社製

品の製造を委託しております。
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 ［事業系統図］

 当社グループの事業の系統図は以下のとおりであります。 

 

 

 

※１ 当社の親会社であるオプテックス株式会社の持分法適用関連会社であります。 

※２ 当社の親会社であるオプテックス株式会社の連結子会社であります。 
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合

(％)

関係内容

［親会社］          

オプテックス㈱

（注）１
滋賀県大津市 2,798百万円

各種センサの開発、設

計並びに製造販売

（被所有）

54.2

 

  

［連結子会社］          

広州奥泰斯工業自動化

控制設備有限公司

（注）２

中国広東省

広州市
3,000千US$

センサ関連製品、制御

機器、温度計及び関連

部品の仕入・販売

65.0

役員の兼任あり

製品の仕入

 

［連結子会社］          

センサビジョン㈱ 京都市下京区 40百万円
小型光電センサの開発

受託
100.0

当社製品の設計委託

 

［持分法適用関連会社］          

ジックオプテックス㈱ 京都市下京区 150百万円
光電センサの企画・開

発
50.0

当社製品の設計委託

役員の兼任あり

 （注）１．有価証券報告書を提出しております。

２．特定子会社に該当しております。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年12月31日現在
 

従業員数（人）

197

 （注）１．当社グループは、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売等の単一事業であるため、セグメント別の従業

員数の記載をしておりません。

    ２．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）の総数が従業員の100分の10未満のため、平均臨時雇用者数

の記載は省略しています。

 

(2）提出会社の状況

平成27年12月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

125 39.7 6.0 6,051

 （注）１．当社は、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売等の単一事業セグメントであるため、セグメント別の従

業員数の記載をしておりません。

    ２．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（パートタイマ

ー、人材会社からの派遣社員）の総数が従業員の100分の10未満のため、平均臨時雇用者数の記載は省略し

ています。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 当連結会計年度におけるわが国経済は、日本政府の経済対策や金融政策等を背景とした企業収益や雇用の改善傾

向が続く中、設備投資の持ち直しや個人消費の底堅い動きなどにより緩やかな回復基調で推移しました。世界経済

では、米国は回復基調が続いており、欧州においても緩やかな改善傾向にあります。一方、中国をはじめとする新

興国の経済減速や中東情勢の悪化など、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

 当社グループの属する制御機器業界におきましては、国内では、自動車、電機、電子部品業界が堅調に推移して

おりますが、設備投資の拡大は限定的であり新興国の景気減速を受けて慎重姿勢をやや強め、投資を一部先送りす

る傾向にあります。一方、海外では、欧米で自動車、医薬品、物流業界を中心に設備投資需要は底堅く推移してお

り、中国においても景気減速による影響はあるものの生産性向上のため、賃金上昇への対処が求められ、工場での

作業自動化ニーズは高まりつつあります。

 このような経営環境の中で当社グループは、「顧客満足の追求により会社の成長を実現する」という経営方針の

もと、国内・海外（新興国）での新規顧客の開拓、中国事業の拡大、同業他社との協業など積極的な営業活動を展

開するとともに、多様化する顧客ニーズに対応すべく新製品の開発にも注力し、業績の向上に努めてまいりまし

た。

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は、56億50百万円（前連結会計年度比9.0％増）、営業利益は３億22百万

円(同59.4％増)、経常利益は３億39百万円(同23.5％増）となり、当期純利益は、２億28百万円(同13.6％増)とな

りました。

 なお、当社グループは、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売等の単一事業でありますので、以後品目別の

記載を行います。品目別の概要は、[２．生産、受注及び販売の状況]のとおりであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により１億20百万円増加、

投資活動により３億59百万円減少、財務活動により１億円減少し、これに現金及び現金同等物に係る換算差額３百

万円減少を調整した結果、期末残高10億32百万円と期首残高比３億43百万円減少となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動により得られた資金は、１億20百万円（前年同期は１億24百万円の収入）となりました。これは主に、

売上債権の増加70百万円及びたな卸資産の増加41百万円により資金が減少しましたが、税金等調整前当期純利益３

億38百万円及び減価償却費69百万円による資金の増加があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動により使用した資金は、３億59百万円（前年同期は４億48百万円の収入）となりました。これは主に、

投資有価証券の取得２億円、無形固定資産の取得１億35百万円により資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動により使用した資金は、１億円（前年同期は７百万円の収入）となりました。これは、主に配当金の支

払１億円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

 当社グループは製造工場を持たず外部の協力工場に生産委託しているため、生産実績は記載しておりません。

(2）製品仕入実績

 当社グループは、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売等の単一事業であるため、製品仕入実績を品目別に

示すと、次のとおりであります。

品目別
当連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

前年同期比（％）

汎用機器        （千円） 1,157,651 93.5

アプリケーション機器  （千円） 1,662,122 100.8

合計（千円） 2,819,774 97.7

 （注）１．金額は仕入価格によっております。

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

 当社グループは、原則として過去の製品販売状況、市場の需給動向等を勘案し見込生産方式による生産を行って

いるため、該当事項はありません。

(4）販売実績

 当社グループは、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売等の単一事業であるため、販売実績を品目別に示す

と、次のとおりであります。

品目別
当連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

前年同期比（％）

汎用機器        （千円） 2,098,929 96.4

アプリケーション機器  （千円） 3,551,446 118.2

合計（千円） 5,650,375 109.0

 （注）１．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

前連結会計年度
（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ＳＩＣＫ ＡＧ社 2,374,304 45.8 2,296,237 40.6

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

 当社グループは、産業用制御機器業界での企画開発型企業として多様化・高品質化する顧客ニーズに対応し、オリ

ジナリティを強みとし、提案型営業を一層推進することにより、顧客満足度の向上と高収益企業を目指してまいりま

す。これらを目指すにあたり、下記の３点を重要課題として認識しております。

 

(1）国内事業の拡大

 市場規模の大きい電機、半導体、電子部品業界をはじめ、自動車業界での事業拡大を目指す為、同業他社との積

極的な協業、営業所の拠点展開を推進し、販路の拡大にも努めてまいります。また、培ってきたノウハウを集結さ

せた高付加価値な新ブランド「FASTUS（ファスタス）」シリーズで差別化を図り、顧客満足度の向上を図ること

で、市場のシェア拡大に注力してまいります。

 (2）海外事業の拡大

 海外市場の開拓については、北米への新たな販路拡大のために、新規代理店開拓に注力してまいります。また、

国内外の営業連携を強化し、ASEAN（東南アジア諸国連合）に生産工場を持つ日系企業の市場開拓を行ってまいり

ます。中国においては、景気減速の影響はあるものの、物作りの生産現場においては生産性向上のため、賃金上昇

への対処が求められ自動化・省力化への投資が拡大しており、当社の扱う産業用光電センサの需要拡大が見込まれ

ます。今後の中国における更なる事業拡大を図るべく、汎用センサを中心に販路の拡大や、現場提案型営業の展

開、充実した現地サポート体制の構築、日系企業への積極的な販売促進活動を推進してまいります。

(3）生産改革の実行

 当社の扱う産業用制御機器は多品種少ロット生産の為、生産性の向上、品質管理、在庫管理といった生産管理が

重要となります。顧客からのコストダウン要求、急激な市場変動にも耐えうる収益体制を構築する為、部品の購買

戦略の実施や生産工程の改善等を実行していき、業容拡大に対応できる体制を整えてまいります。
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４【事業等のリスク】

 当社グループの事業の状況から経営成績及び財政状態に影響を及ぼすと思われるリスク要因となる可能性がある主

な事項を以下に記載しております。なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において

当社グループが認識できる範囲内において判断したものであり、当社株式への投資に関連するリスクを全て網羅する

ものではありません。

(1）設備投資動向の影響を受けることについて

 当社グループが主に扱う汎用光電センサ及びアプリケーション機器は、国内はもとより欧州、アジアを中心に、

三品（食品、医薬品、化粧品）業界、自動車、半導体など幅広い業種で導入されております。また、近年において

は生産効率の向上、検査精度の均一化等の観点から、従来の目視検査に代わる自動検査技術として画像センサ及び

それを組み込んだ画像処理検査システムは、あらゆる検査工程においても需要が高まっております。光電センサ、

画像センサ等を導入している業界や製造メーカーの生産・販売動向及び新製品開発・投入動向等により品質管理、

自動・省力化に関する設備投資需要が変動した場合は、当社グループの販売動向等業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(2）為替変動の影響を受けることについて

 当社グループの売上高に占める海外売上高の割合は、当連結会計年度において59.7％となっておりますが、海外

の主要販売先であるSICK AG社及び海外の一部の販売代理店との取引は円建て決済としております。そのため為替

変動に伴う現地通貨における販売価格の変動等により、当社の販売動向が影響を受ける可能性があります。その他

の外貨建取引について為替相場の変動リスクを軽減するため為替予約等の対策を実施しておりますが、想定外の為

替変動により連結業績に影響を受ける可能性があります。

(3）特定販売先への依存度が高いことについて

 当社は、オプテックス株式会社内における事業創設時よりSICK AG社向け小型汎用型光電センサの開発、販売を

主として行ってきたため、SICK AG社に対する依存度が高いものとなっております。当販売先との取引関係は良好

に推移しており、今後とも取引の維持・拡大に努めていく方針でありますが、今後、当販売先の政策変更、需要動

向等により当社グループの経営成績が影響を受ける可能性があります。

(4）生産形態について（ファブレス経営について）

 当社グループにおいては、ファブレスでの事業展開を図っており、自社で生産部門を持たないため、設備や生産

のための人員等といった固定費負担が少なく、ラインの管理・立ち上げなどの費用、期間もかからず、研究開発と

営業活動に経営資源を集中できる等のメリットがあります。また、長期的には生産ラインの負荷などの制約条件の

ない事業展開が可能となります。しかし、協力工場の設備に問題が生じた場合や協力工場の経営破たんにより供給

が不安定になる可能性があり、その場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）知的財産権について

 当社グループは、他社と差別化できる技術とノウハウを蓄積し、自社が保有する技術等については特許権等の取

得による保護を図るほか、他社の知的財産権に対する侵害のないよう開発責任者が事前にチェックし、弁護士や弁

理士に確認しながらリスク管理に取り組んでおります。しかしながら、当社グループが現在販売している製品、あ

るいは今後販売する製品が第三者の知的財産権に抵触する可能性を的確・適切に判断できない可能性があり、ま

た、当社グループが認識していない特許権等が成立することにより、第三者により損害賠償等の訴えを起こされる

可能性があります。そのような場合、当社グループの業績及び財政状態に以下のような影響を及ぼす可能性があり

ます。

・第三者により知的財産権の侵害を主張されその解決のために多くの時間とコストを費やし、経営陣及び経営資源

の事業活動への集中を妨げることになる可能性

・当社グループが第三者の知的財産権を侵害していると認められた場合に多額のロイヤリティの支払い、当該技術

の使用差し止め等が発生する可能性

(6）品質管理について 

 当社グループの製品に、不良品や使用上の不都合があった場合、当該製品の無償での交換又は修理、又顧客の要

望に合わせた製品の改造手直し等により新たなコストの発生が生じます。このようなことが発生しないよう細心の

注意を払ってはおりますが、製品の品質問題で当社製品の信頼性を損ない、主要顧客の喪失又は当該製品への需要

減少等により、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

相手方 契約会社名 契約の名称 契約内容 契約期間

ＳＩＣＫ ＡＧ社 当社 Renewal of 

Partnership 

Agreement

光電センサの開発、製造、販

売に関する基本契約

・ジックオプテックス株式会

社は光電センサの開発を行

う。

・製造は当社が行う。

・SICK AG社は欧州・オセア

ニアでの専売、当社は日本

での専売とし、その他の地

域は併売とする。

平成25年10月～平成30年12月

（以後も解約の申し出がない

限り自動継続）

OPTEX(DONGGUAN)

CO.,LTD.

当社 取引基本契約 製造委託に関する基本事項 平成18年３月～平成19年２月

（解約の申し出がない限り、

１年ごと継続）

サンオクト㈱ 当社 取引基本契約 製造委託に関する基本事項 平成15年１月～平成16年１月

（解約の申し出がない限り、

１年ごと継続）

オフロム㈱ 当社 取引基本契約 製造委託に関する基本事項 平成15年１月～平成16年１月

（解約の申し出がない限り、

１年ごと継続）

ジックオプテックス㈱ 当社 開発費支払い

に関する確認

書

製品開発に関する基本事項 SICK AG社との提携が終了す

るまで

セールスマー

ジンに関する

確認書

セールスマージンに関する基

本事項

SICK AG社との提携が終了す

るまで
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６【研究開発活動】

(1）研究開発活動の方針

 当社グループは、あらゆる製造業分野の工場における製造ラインの自動化・省力化には不可欠な光電センサを主

とするＦＡセンサ（産業用センサ）の製品開発、研究に取り組んでおり、可視光や赤外光を用いた光電センサのみ

ならず、距離を計測する変位センサ、カメラを用いた画像センサ、ＬＥＤ照明機器など、センサ及びその周辺機器

を幅広く開発しております。 

 

(2）研究開発活動の体制

 当社グループの研究開発は、当社の開発部門、センサビジョン株式会社及びジックオプテックス株式会社が担っ

ております。研究開発スタッフは、グループ全体で平成27年12月末現在35名となり、その体制は次のとおりであり

ます。 

 当社の開発部門は、画像センサのＣＶＳシリーズ、ＭＶＳシリーズ、ＬＥＤ照明、通信インターフェース機器な

ど主としてアプリケーション機器の開発を行っており、基幹技術として、デジタル信号処理があります。当社が開

発した専用ＣＰＵ(中央演算処理装置)「ＯＰＴＣＰＵ」は、極めて回路規模が小さく、消費電力も少ない特長があ

り、また独自のアーキテクチャを有しております。継続的に改良を加え、超高速処理を要求する複雑な画像処理を

実現し、センサの応答速度をより高速にすることを可能としました。このＣＰＵは画像センサのみならず、高速処

理を要求する光電センサ、通信インターフェース機器にも搭載されております。 

 システム事業部の開発部門においては、３Ｄ画像処理技術を生かした特殊光学系、装置、ソフトウェアの開発を

行っております。専用チップを用いた３Ｄ画像処理装置をベースに、顧客の必要とする機能を短期間にカスタマイ

ズ開発することが可能なプラットフォームの研究開発を行っております。 

 子会社であるセンサビジョン株式会社においては、汎用機器開発を行っております。 

 関連会社であるジックオプテックス株式会社においては、汎用機器開発とアプリケーション機器開発を行う２つ

の開発体制になっており、汎用機器開発は専用カスタムＩＣ（Opto ASIC）のコア技術、投光用パワーＬＥＤ、レ

ーザーダイオード、独自光学技術などを用いて非接触存在検知センサの研究開発を行っております。アプリケーシ

ョン機器開発はナノオーダーを測定可能にする特殊光学系を生かしたデジタル信号処理により、精度が高い変位計

や形状測定センサの研究開発を行っております。 

 また、当社はヨーロッパの産業用センサメーカであるSICK AG社と提携関係にあるため、SICK AG社の光学技術及

び最新の規格（インダストリー4.0等）情報を取り入れられることも強みとしております。 

 当連結会計年度における研究開発費の総額は211,430千円でありますが、当社グループの事業は、産業機器用製

品の開発、設計、製造、販売等の単一事業であるため、セグメントごとの記載は省略しております。 

 

(3）主な研究開発の成果

  アプリケーション機器の開発の成果は以下のとおりであります。

  ・センシング同軸照明 ＯＰＸシリーズ 

 プリズムシートの搭載によりライトコントロールフィルム装着時相当の狭指向角照射が可能な面光源を採用

した、画像処理用同軸照明を開発いたしました。光を前面に集光することで従来比２．５倍の高輝度かつ指向

性の高い照射が可能となります。また発光面均一度が高い面実装型ＬＥＤの採用とＬＥＤ配列の最適化により

高均一な照射を実現し、均一性が必要となる微細なキズ、打痕検出などの用途に特に効果があります。 さら

に、独自のセンシング機能ＦＡＬＵＸｓｅｎｓｉｎｇを搭載することで明るさを自動管理でき、最大輝度を５

万時間にわたり一定に保つことができます。 

  ・センシングリング照明 ＯＰＲ―ＳＦシリーズ 

 従来比２．５倍の高輝度で点灯する画像処理用リング照明を開発いたしました。連続点灯時間を１０秒以内

に制限することで、従来よりも大電流駆動を可能にし、温度保護回路を搭載して安全性も確保致しました。 

 さらに、独自のセンシング機能ＦＡＬＵＸｓｅｎｓｉｎｇを搭載することで明るさを自動管理でき、最大輝

度を５万時間にわたり一定に保つことができます。 

  ・オールインワン画像センサ ＣＶＳ－ＲＡシリーズ 

 カラーイメージセンサの変更により、従来機よりも環境温度の変化に対して色抽出の安定性を強化した画像

センサを開発いたしました。また従来のローリングシャッター方式からグローバルシャッター方式に変更する

ことで、高速移動体への対応力も強化しております。 

 簡単色面積センサＣＶＳＥ１－ＲＡシリーズにおきましては、操作メニューの構成をシンプルに見直した、

ティーチングが３段階で完了する「３０秒３ステップティーチング」を実現することで、使いやすさを向上し

ております。 

- 12 -



  ・長距離レーザーＢＧＳセンサ ＴＯＦ－Ｌシリーズ 

 ＴＯＦ方式のセンサとして最小サイズでありながら長距離検出を実現したレーザセンサを開発いたしまし

た。 

 当機は、レーザー光が対象物に当たって戻ってくるまでの時間を距離に換算するタイムオブフライト（ＴＯ

Ｆ）方式を採用し、白紙で４．５ｍまでの長距離検出が可能です。ＴＯＦ方式を採用したセンサは、受光量の

差で判別するセンサに比べ対象物の表面状態の影響に強く、長距離でも検出精度が落ちにくいのが特長です。 

 投光光源には、作業者の目に対して安全なレベルであるクラス１のレーザーを採用しております。 

  ・ＣＣ－Ｌｉｎｋ通信ユニット ＵＣ１シリーズ 

 ＦＡ業界を中心に幅広く普及するオープンフィールドネットワークＣＣ－Ｌｉｎｋに当社のファイバセンサ

Ｄ３ＲＦシリーズを接続できる通信ユニットを開発いたしました。センサをネットワーク上で管理できるた

め、これまで手作業で行っていた受光量や測定値のモニタ、センサの遠隔操作、設定値の バックアップを簡

単に行うことが可能になりました。 

 また三菱電機株式会社が提唱するｉＱＳＳに対応し、接続されているセンサの機種情報や接続台数を三菱電

機製エンジニアリングソフトウエア上で自動検出できるなど、同社製のＦＡ機器とスムーズな連携が行え、一

括管理と作業性向上が実現します。 

  ・変位センサアンプユニット ＣＤＡシリーズ 

 変位センサＣＤ２２シリーズをリモートコントロールが可能な外部アンプユニットを開発いたしました。２

台の変位センサを使用し、厚み測定や段差測定の高速演算がアンプユニット１台で可能となります。ディスプ

レイには有機ＥＬパネルを採用し、鮮明な日本語・英語表示を実現いたしました。 

 またＣＤＡシリーズを当社の通信ユニットＵＣ１シリーズと接続することで、ＦＡ業界を中心に幅広く普及

するオープンフィールドネットワークＣＣ－Ｌｉｎｋ上で変位センサを管理することを可能にしております。 

  ・画像検査システム ＨＶＳ－ＯＣＲ、ＨＶＳ－ＰＭシリーズ 

 賞味期限や使用期限、ロット番号などの印字不良を検査するカスタマイズの印字検査システムＨＶＳ－ＯＣ

Ｒシリーズ及び高精度な色判別が可能な画像検査システムＨＶＳ－ＰＭを開発いたしました。 

 最新のトレーサビリティ対応、高速ライン対応、バーコード読取り、バリデーション支援、高速・高精度サ

ーチを実現しております。 

 システム構成は、コントローラ・タッチパネル・カメラ・画像処理用ＬＥＤ照明を基本構成としており、カ

メラは３０万画素から１８００万画素まで選択可能となっております。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成には、経営者による資産及び負債並びに収益及び費用の報告数値及び開示に影

響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や状況を勘案し合理的に判断を

行っておりますが、見積り特有の不確実性により、これらの見積りと実際の結果との間に差異が生じる場合があり

ます。当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５［経理の状況］の連結財務諸表の［連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項］に記載しております。

(2）当連結会計年度の財政状態の分析

①資産の状況

 当連結会計年度末の総資産の残高は、前連結会計年度末と比較して75百万円増加し、42億４百万円となりまし

た。主な要因は、売上債権が65百万円、たな卸資産が33百万円、投資有価証券が２億22百万円増加したものの、現

金及び預金が３億43百万円減少したことによるものです。

②負債の状況

 当連結会計年度末の負債の残高は、前連結会計年度末と比較して31百万円減少し、９億68百万円となりました。

主な要因は、未払金が58百万円減少したことによるものです。

③純資産の状況

 純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して１億７百万円増加し、32億35百万円となりました。

(3）当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高

 [国内]

 国内におきましては、汎用センサや画像センサが三品（食品、医薬品、化粧品）業界向けを中心に売上高は堅調

に推移し、また、スマートフォン等の需要拡大により、電子部品、半導体業界向けに変位センサ、ＬＥＤ照明が堅

調に推移いたしました。

 この結果、国内の売上高は22億74百万円（前連結会計年度比10.5％増）となりました。

 [海外]

 海外におきましては、欧州は金融不安等による景気減速の影響もありましたが、緩やかな回復傾向により汎用セ

ンサを中心に堅調に推移し、中国では景気減速による低迷の影響はあったものの、スマートフォン業界向けに変位

センサが堅調に推移いたしました。

 この結果、海外の売上高は33億75百万円（同8.1％増）となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費

  売上原価は、31億82百万円(同6.0％増)となりました。売上高に対する比率は56.3％となっております。

  販売費及び一般管理費は、21億45百万円(同8.5％増)となりました。主要な費目は販売手数料２億34百万円、給

与及び賞与６億74百万円です。

  その結果、売上総利益が２億89百万円増加し、また販売費及び一般管理費が１億68百万円増加したことにより営

業利益は３億22百万円(同59.4％増)となり、売上高営業利益率は5.7％となりました。

③営業外損益

  営業外収益は、受取利息３百万円、持分法による投資利益24百万円等があり、38百万円となりました。営業外費

用は、売上割引２百万円、為替差損14百万円等があり、21百万円となりました。

 その結果、経常利益は３億39百万円(同23.5％増)となり、売上高経常利益率は6.0％となりました。

④特別損益

 特別損益に関しては、特筆すべき内容はありません。

 その結果、税金等調整前当期純利益は３億38百万円(同23.5％増)、当期純利益は２億28百万円(同13.6％増)とな

りました。

(4）キャッシュ・フローの状況の分析

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの

状況」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 当連結会計年度において、主として協力工場におけるコストダウン、品質改善の対応として工具器具並びに検査機

器の購入等を行い、総額43,828千円の投資を実施しました。

 当連結会計年度において重要な設備の除却及び売却等はありません。

 なお、当社グループは、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売等の単一事業であるため、セグメント別の記載

を省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

(1）提出会社

平成27年12月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

機械装置
及び運搬
具

工具、器具
及び備品

その他 合計

本社

(京都市下京区)

販売・調達企

画・管理業務施

設

12,262 39,254 － 51,517 82

 

(2）在外子会社

平成27年12月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

機械装置
及び運搬
具

工具、器具
及び備品

その他 合計

広州奥泰斯工業自動化

控制設備有限公司

販売・調達企

画・管理業務施

設

5,649 7,924 － 13,574 56

 （注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。

２．提出会社の機械装置及び運搬具の内、協力工場に貸与しているものが11,265千円あります。

３．提出会社の工具、器具及び備品の内、協力工場に貸与しているものが12,890千円あります。

４．当社グループは、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売等の単一事業であるため、セグメント別の記載

を省略しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年３月28日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,009,000 5,009,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

 

単元株式数

100株

計 5,009,000 5,009,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

     会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成23年３月25日定時株主総会決議及び平成23年11月４日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成27年12月31日）
提出日の前月末現在

（平成28年２月29日）

新株予約権の数（個） 945 945

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 94,500 94,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 787 787

新株予約権の行使期間
自 平成26年１月１日

至 平成28年12月31日
 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格       985

資本組入額      493

発行価格       985

資本組入額      493

新株予約権の行使の条件  （注）  同左

新株予約権の譲渡に関する事項

 譲渡による新株予約権の

取得については、取締役

会の承認を必要とする。

 同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －

 （注）新株予約権の行使の条件

 新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員の地位にあ

ることを要するが、当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退任した場合、または定年退職その他正

当な理由のある場合はこの限りではない。ただし、その権利行使はその地位を喪失した１年間とする。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

       該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

     該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年１月１日

（注）１
4,958,284 4,983,200 － 546,525 － 554,098

平成23年１月１日

～平成23年12月31日

（注）２

18,400 5,001,600 4,789 551,314 4,789 558,888

平成24年１月１日

～平成24年12月31日

（注）２

7,400 5,009,000 1,926 553,241 1,926 560,814

 （注）１．株式分割（１：200）による増加であります。

２．新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【所有者別状況】

平成27年12月31日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 金融機関 

金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） - 1 3 27 2 - 2,433 2,466 － 

所有株式数

（単元） 
- 134 47 32,875 244 - 16,785 50,085 500 

所有株式数の

割合（％） 
- 0.27 0.09 65.64 0.49 - 33.51 100 － 

  （注）自己株式119株は、「個人その他」に1単元、「単元未満株式の状況」に19株含まれております。
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（７）【大株主の状況】
 

    平成27年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 オプテックス株式会社  滋賀県大津市雄琴5丁目8番12号 2,714,300 54.18 

 ＩＤＥＣ株式会社  大阪市淀川区西宮原2丁目6-64 200,000 3.99 

 小國  勇  京都市中京区 149,000 2.97 

 ニチコン株式会社  京都市中京区烏丸通御池上る二条殿町551 80,000 1.59 

 北陽電機株式会社  大阪市中央区常盤町2丁目2-5大阪HUビル 80,000 1.59 

 河合 紀寿  埼玉県和光市 60,000 1.19 

 オフロム株式会社  福井県福井市三留町72-10 57,400 1.14 

 小林  徹  滋賀県大津市 56,000 1.11 

 岩田 俊彦  滋賀県栗東市 45,800 0.91 

 西原 弘之  滋賀県草津市 42,600 0.85 

計 － 3,485,100 69.57 

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,008,400 50,084

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 普通株式    500 － －

発行済株式総数 5,009,000 － －

総株主の議決権 － 50,084 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

オプテックス・エフエー

株式会社 

京都市下京区中堂寺粟田

町91 
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00
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（９）【ストックオプション制度の内容】

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき、新株予約権を発行する

方法によるものであります。

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成23年３月25日定時株主総会決議）

  会社法に基づき、当社の取締役及び従業員に対し、ストックオプションとして発行する新株予約権の募集事項

の決定を取締役会に委任することにつき、平成23年３月25日の第９回定時株主総会において、特別決議されたも

のであります。

決議年月日 平成23年３月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役 ５

使用人 35

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 （注） 新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行

う場合（新株予約権の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式

数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株

当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

     該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

     該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 20 15,020

当期間における取得自己株式 － －

 （注）当期間における取得自己株式には、平成28年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 119 － 119 －

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成28年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

 当社は、株主各位に対し安定した利益還元を継続して行うことを重要な経営課題と認識し、今後の事業展開の拡大

及び経営基盤の確立のための内部留保の充実を勘案しながら、業績に見合った適切な利益還元を実施していくことを

基本方針としております。当期につきましては、１株につき20円の配当（うち中間配当10円）を実施することにいた

しました。

 なお、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。中間配当については、「取締役会の決議によって、毎年６月30

日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。

 

   当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり配当額 
（円）

平成27年８月５日 

取締役会決議
50 10

平成28年３月25日 

定時株主総会決議
50 10

 

- 20 -



４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月

最高（円） 845 788 665 701 930

最低（円） 458 398 455 575 577

 （注）最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 758 688 689 640 770 815

最低（円） 669 580 577 596 619 722

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性 ８名 女性 －名 （役員のうち女性の比率 －％） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
任期 
(年) 

所有株
式数
(株) 

代表取締役 

社長 
－ 小國 勇 昭和27年５月17日生 

 
昭和56年３月 オプテックス株式会社入社 
昭和63年２月 同社取締役営業部長就任 
平成３年10月 ジックオプテックス株式会社代表

取締役社長就任（現任） 
平成４年１月 オプテックス株式会社取締役産業

機器事業部長就任 
平成13年３月 同社専務取締役光電部門・管理

部・経営企画部統括 
平成14年１月 当社設立と同時に代表取締役社長

就任（現任） 
平成22年10月 日本エフ・エーシステム株式会社

代表取締役社長就任 
 

（注）5 149,000 

取締役 管理部門統括 坂口 誠邦 昭和32年９月２日生 

 
平成元年11月 オプテックス株式会社入社 
平成15年１月 同社経営管理本部副本部長 
平成15年３月 当社取締役就任 
平成16年１月 
平成19年４月 

取締役管理部門統括（現任） 
管理部長（現任） 

平成24年３月 コンプライアンス担当（現任） 
 

（注）5 18,000 

取締役 生産部門統括 岩田 俊彦 昭和29年３月15日生 

 
昭和52年４月 立石電機株式会社（現、オムロン

株式会社）入社 
平成14年10月 当社入社 
平成16年３月 当社取締役就任 
  生産統括・開発部門統括 
平成19年３月 取締役生産部門統括 
平成24年８月 
平成27年１月 

取締役生産革新担当 
取締役生産部門統括（現任） 

 

（注）5 45,800 

取締役 

開発部門・セ

ンサ営業本部

統括 

湯口 翼 昭和42年１月12日生 

 
平成２年11月 株式会社キーエンス入社 
平成14年７月 当社入社 
平成16年１月 当社開発部部長 
平成19年３月 取締役就任 

開発部門統括 
平成24年８月 取締役開発・生産管理部門統括 
平成26年１月 
平成28年３月 

取締役開発部門統括 
取締役開発部門・センサ営業本部

統括（現任） 
 

（注）5 40,200 

社外取締役 － 福田 徹 昭和35年12月９日生 

 
昭和59年４月 野村證券株式会社入社 
平成11年４月 ソニー生命保険株式会社入社 
平成17年５月 
 
平成27年３月 

株式会社福田総合研究所設立と同

時に代表取締役社長（現任） 
当社取締役に就任（現任） 

 

（注）5 1,000 

常勤監査役 － 見座 宏 昭和22年８月13日生 

 
昭和45年４月 三洋電機株式会社入社 
平成10年６月 三洋電機メディカシステム株式会

社常務取締役就任 
平成13年10月 三洋電機バイオメディカ株式会社

常務取締役就任 
平成16年９月 三洋ヒューマンネットワーク株式

会社入社 
平成17年３月 当社監査役就任（現任） 
 

（注）3 4,600 

監査役 － 八幡 知行 昭和18年２月２日生 

 
昭和47年４月 監査法人中央会計事務所 大阪事務

所入所 
昭和54年12月 八幡公認会計士事務所所長 

（現任） 
平成９年３月 オプテックス株式会社監査役 
平成14年１月 当社設立と同時に監査役就任（現

任） 
 

（注）4 8,000 

監査役 － 福井 真一 昭和37年10月28日生 

 
昭和60年４月 オプテックス株式会社入社 
平成17年８月 OPTEX(DONGGUAN)CO.,LTD.董事長

（現任） 
平成26年１月 オプテックス株式会社執行役員管

理統括本部生産戦略本部長（現

任） 
平成26年３月 当社監査役就任(現任) 
 

（注）4 － 

計           266,600 
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（注）1．取締役 福田 徹は、社外取締役であります。 

   2．常勤監査役 見座 宏及び監査役 八幡 知行は、社外監査役であります。

3．平成25年３月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

4．平成26年３月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

5．平成27年３月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社は、会社設立時から「お客様の満足、会社の成長、社員の幸福を実現する」という企業理念のもと、事業

活動を展開しております。この企業理念を実現するために、企業価値の最大化を図ることによりお客様及び株主

からの期待に応えるとともに、経営上の組織体制や仕組みを整備し、経営の透明性の観点から経営チェック機能

の充実及び適時適切な情報開示を行うことが重要な経営課題であると認識しております。

 ① 企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

取締役会： 取締役会は、取締役５名で構成され、原則毎月１回以上開催し、コーポレートガバナンスを含

めた経営に関する重要事項の決定並びに業務執行状況の監視、監督を行っております。また社

外取締役１名を設置することにより、第三者的立場からの監督や助言を受けつつ経営判断の迅

速性と透明性を確保しております。なお、取締役会には監査役３名が出席し、取締役会の業務

執行について、適法性・妥当性を監視しております。

経営会議： 原則として毎月１回開催しており、取締役、常勤監査役、各部門長等が出席し、取締役会に付

議される案件や取締役会決定事項以外の会社運営に関する重要項目、業務執行に係る事項全般

に関して十分な審議、議論を行うとともに、各部門の現況、計画進捗状況の報告等を実施して

おります。

監査役会： 現在３名の監査役（うち常勤監査役１名、２名が社外監査役）がその任にあたっております。

監査役会は原則として毎月１回開催しております。各監査役は取締役会及び他の重要な会議に

出席し、取締役の意見聴取や資料の閲覧等を通じて業務執行状況の監査を行っております。

内部監査室：内部監査を担当する部門として、代表取締役社長直轄の内部監査室（専任１名）を設け、内部

監査規程に基づき、各部門及び子会社を対象に業務監査を行っております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。

 

 以上により、会社の経営に対する監視及び監査は十分機能していると判断し、現状の体制を採用しており

ます。
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 ② リスク管理体制の整備の状況

 当社は、各種規程やマニュアル等を整備し、運用することによってリスクを未然に防ぐとともに、リスクが

生じた場合でも対応できる体制を整えております。 

 各部門ごとに識別されたリスクは管理部において取りまとめられ、取締役会において報告、説明、審議を行

っております。

③ 内部監査及び監査役監査の状況

 内部監査については、内部監査室が監査計画に基づき、監査役と連携しながら、業務全般に対し法令の遵

守状況及び規程等に定める社内処理手続きについて監査し、その結果を定期的に代表取締役社長及び監査役

に報告書を提出しております。 

 監査役監査については、監査役は取締役会及び経営会議等に常時出席し意見を述べるほか、取締役の職務

執行及び当社の業務執行の適法性・財務内容の信頼性等について厳正な監査を行っております。また、監査

役は、会計監査人と定期的に監査報告会を開催し、会計監査人より監査結果の報告を受けるとともに、重要

な会計に関する検討課題について随時意見交換し、検討を行っております。なお、常勤監査役見座宏氏は、

他社において管理部門における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。また、監査役八幡知行氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

④ 子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

 子会社の業務の適正を確保するための体制の整備については、子会社統治規程を定めて、子会社の代表よ

り定期的に子会社の運営状況について報告を受けるとともに、子会社の経営活動上の重要な意思決定事項に

ついては、当社取締役会の承認を得ることとするなど子会社の業務の適正を図っております。

⑤ 会計監査の状況 

 当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査人に有限責任監査法人トーマツを選任しております。

会計監査人とは四半期レビュー及び期末監査終了後、報告会を開催し、社長、監査役、内部監査室が同席した

上で、会計監査人より結果報告を受けるとともに、課題などについては共通認識を深めるため十分な意見交換

を行っております。また、会計監査人とはそれ以外でも随時、会計に関する検討課題などについて相談し、適

切な助言、指導を仰いでおります。 

 当期において業務を執行した公認会計士、補助者の状況は以下のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員  業務執行社員  安藤 泰蔵

指定有限責任社員  業務執行社員  鈴木 朋之

(監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。)

・監査業務にかかる補助者の構成

公認会計士   ３名

その他     ３名

（監査業務にかかる補助者の構成については、監査法人の選定基準により決定されております。）

⑥ 社外取締役及び社外監査役

当社では、社外取締役１名及び社外監査役２名を選任しております。 

社外取締役福田徹氏は、同氏のコンサルティング会社代表としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営全

般に反映していただくことで、当社の経営体制を更に強化できるものと判断し、社外取締役として選任してお

ります。また、同氏は当社株式を1,000株を所有しておりますが、それ以外に当社との間に特別な利害関係は

ありません。なお、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと判断されることから、同氏を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出しております。 

 社外監査役見座宏氏は、大手電機メーカーにおいて長らく経理部門をはじめ管理部門業務に従事し、企業経

営に関する豊富な経験と幅広い知識を有しており、当社監査体制の充実に有用であると判断し、社外監査役と

して選任しております。同氏は当社株式を4,600株保有しておりますが、それ以外に当社との間で特別な利害

関係はありません。なお、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと判断されることから、同氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出しております。

 社外監査役八幡知行氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務、会計並びに税務に関する専門

的知識と幅広い見識を活かして当社の監査業務を的確に遂行いただけると判断し、社外監査役として選任して

おります。同氏は当社株式を8,000株保有しておりますが、それ以外に当社との間に特別な利害関係はありま

せん。また、当社との間に特別な利害関係のある他会社との兼職の状況もありません。
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 上記の社外監査役の２名は、取締役会及び監査役会において業務上の豊富な経験または財務・経理の専門的

見地に基づき、意思決定の妥当性・適正性を確保するための提言、助言を行っております。 

 当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、

その選任にあたっては、上記の機能・役割を踏まえ、社外における経験及び専門的見地等を勘案の上、個別に

判断して候補者を決定しております。 

 なお、社外取締役及び社外監査役は、取締役会及び必要に応じて重要会議に出席する他、会計監査人及び監

査部門その他社内各部署からの情報提供や連携を通じ、経営全般の監督・監視を行う体制としております。 

 ⑦ 役員報酬の内容 

 イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の員数（人）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役 108,091 97,584 － 10,507 5

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － － －

社外役員 16,510 15,360 － 1,150 3

 ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

   役員報酬の総額は、株主総会における承認決議の範囲内で各役員の報酬を決定しております。

 ⑧ 株式の保有状況

  イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

    ２銘柄 25,944千円

  ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

   前事業年度

    特定投資株式

 銘柄  株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
 保有目的

 ニチコン㈱ 22,000  20,856  企業間取引強化のため

   当事業年度

    特定投資株式

 銘柄  株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
 保有目的

 ニチコン㈱ 22,000 20,944  企業間取引強化のため

  ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 
前事業年度
（千円）

当事業年度（千円）

 
貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金の
合計額

売却損益の
合計額

評価損益の
合計額

 非上場株式 40,000 40,000 －  － （注）１

 上記以外の株式 8,177 9,704 35 －  7,406

  （注）１．非上場株式については、市場性がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価

損益の合計額」は記載しておりません。

 ⑨ 取締役の定数

   当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

 ⑩ 責任限定契約の内容の概要

  当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役と

の間で責任限定契約を締結することができる旨の規定を定款に定めております。当該規定に基づき、当社は社

外取締役１名及び社外監査役１名との間で責任限定契約を締結しており、その概要は次の通りであります。

  会社法第423条第1項の責任について、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）または監査役が職務を

行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第1項の定めによる最低責任限度額を限度と

して損害賠償責任を負うものとしております。 
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 ⑪ 取締役の選任の決議要件

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 また、取締役の選任については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 ⑫ 株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項 

  イ．自己株式の取得

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することがで

きる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とする

ため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

  ロ．中間配当

 当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配当を行う旨を定款で定めて

おります。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的としております。

 ⑬ 株主総会の特別決議要件

  当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 19,000 3,800 19,000 －

連結子会社 － － － －

計 19,000 3,800 19,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度）

 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）であるアドバイザ

リー業務を委託し、対価を払っています。

 

(当連結会計年度）

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 当社は、監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針を定めてはおりませんが、監査法人と協議の

上、監査日数、当社の業務内容等を勘案し、監査役会での同意のもと決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年１月１日から平成27年12月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けております。 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、適正な連結財務諸表等を作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

しております。

また、公益財団法人財務会計基準機構、監査法人等が行う研修会等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,375,904 1,032,645 

受取手形及び売掛金 1,264,893 1,329,959 

製品 508,349 373,097 

仕掛品 9,462 12,181 

原材料及び貯蔵品 30,800 196,563 

繰延税金資産 75,984 76,201 

その他 226,048 289,263 

貸倒引当金 △204 △166 

流動資産合計 3,491,240 3,309,745 

固定資産    

有形固定資産    

機械装置及び運搬具 86,639 92,340 

減価償却累計額 △66,897 △74,428 

機械装置及び運搬具（純額） 19,742 17,912 

工具、器具及び備品 418,355 430,903 

減価償却累計額 △375,645 △376,033 

工具、器具及び備品（純額） 42,710 54,870 

その他 4,948 4,687 

有形固定資産合計 67,400 77,470 

無形固定資産    

ソフトウエア 61,365 86,032 

顧客関係資産 146,977 124,463 

その他 997 947 

無形固定資産合計 209,340 211,442 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※ 214,134 ※ 437,043 

繰延税金資産 78,439 96,765 

その他 68,643 72,034 

投資その他の資産合計 361,218 605,843 

固定資産合計 637,959 894,756 

資産合計 4,129,199 4,204,501 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 290,423 300,230 

未払法人税等 116,901 79,943 

賞与引当金 20,010 38,262 

その他 307,992 253,483 

流動負債合計 735,328 671,919 

固定負債    

役員退職慰労引当金 109,509 121,166 

退職給付に係る負債 155,739 175,663 

固定負債合計 265,248 296,829 

負債合計 1,000,576 968,748 

純資産の部    

株主資本    

資本金 553,241 553,241 

資本剰余金 560,814 560,814 

利益剰余金 1,846,122 1,974,917 

自己株式 △62 △77 

株主資本合計 2,960,116 3,088,896 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 9,754 11,336 

為替換算調整勘定 27,403 17,313 

その他の包括利益累計額合計 37,158 28,650 

新株予約権 18,711 18,711 

少数株主持分 112,637 99,494 

純資産合計 3,128,622 3,235,753 

負債純資産合計 4,129,199 4,204,501 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 5,182,210 5,650,375 

売上原価 3,003,819 3,182,815 

売上総利益 2,178,391 2,467,560 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,976,104 ※１,※２ 2,145,052 

営業利益 202,286 322,508 

営業外収益    

受取利息 30,812 3,031 

技術指導料 4,800 4,800 

持分法による投資利益 17,721 24,832 

為替差益 19,429 － 

その他 3,555 5,663 

営業外収益合計 76,320 38,327 

営業外費用    

売上割引 3,062 2,236 

為替差損 － 14,979 

その他 1,048 4,618 

営業外費用合計 4,110 21,834 

経常利益 274,496 339,000 

特別損失    

固定資産除却損 ※３ 182 ※３ 203 

特別損失合計 182 203 

税金等調整前当期純利益 274,313 338,797 

法人税、住民税及び事業税 135,504 136,887 

法人税等調整額 △52,994 △19,353 

法人税等合計 82,509 117,533 

少数株主損益調整前当期純利益 191,803 221,263 

少数株主損失（△） △9,742 △7,709 

当期純利益 201,545 228,973 
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【連結包括利益計算書】
 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 191,803 221,263 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 17,175 1,582 

為替換算調整勘定 36,375 △15,522 

その他の包括利益合計 ※ 53,551 ※ △13,940 

包括利益 245,354 207,323 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 242,365 220,465 

少数株主に係る包括利益 2,989 △13,142 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

          (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 553,241 560,814 1,744,756 － 2,858,812 

当期変動額           

剰余金の配当     △100,179   △100,179 

当期純利益     201,545   201,545 

自己株式の取得     － △62 △62 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 － － 101,366 △62 101,304 

当期末残高 553,241 560,814 1,846,122 △62 2,960,116 

 

             

  その他の包括利益累計額 
新株予約権 少数株主持分 純資産合計 

  
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 △7,421 5,783 △1,637 18,711 － 2,875,885 

当期変動額             

剰余金の配当           △100,179 

当期純利益           201,545 

自己株式の取得           △62 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

17,175 21,619 38,795 － 112,637 151,432 

当期変動額合計 17,175 21,619 38,795 － 112,637 252,737 

当期末残高 9,754 27,403 37,158 18,711 112,637 3,128,622 
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当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

          (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 553,241 560,814 1,846,122 △62 2,960,116 

当期変動額           

剰余金の配当     △100,177   △100,177 

当期純利益     228,973   228,973 

自己株式の取得       △15 △15 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 － － 128,795 △15 128,780 

当期末残高 553,241 560,814 1,974,917 △77 3,088,896 

 

             

  その他の包括利益累計額 
新株予約権 少数株主持分 純資産合計 

  
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 9,754 27,403 37,158 18,711 112,637 3,128,622 

当期変動額             

剰余金の配当           △100,177 

当期純利益           228,973 

自己株式の取得           △15 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 1,582 △10,089 △8,507 － △13,142 △21,650 

当期変動額合計 1,582 △10,089 △8,507 － △13,142 107,130 

当期末残高 11,336 17,313 28,650 18,711 99,494 3,235,753 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 274,313 338,797 

減価償却費 63,605 69,694 

持分法による投資損益（△は益） △17,721 △24,832 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,354 19,038 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20,445 19,924 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,477 11,657 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △246 △38 

受取利息及び受取配当金 △31,214 △3,684 

為替差損益（△は益） △2,527 △100 

固定資産除売却損益（△は益） 182 203 

投資有価証券評価損益（△は益） － 3,540 

売上債権の増減額（△は増加） △77,243 △70,168 

たな卸資産の増減額（△は増加） △156,219 △41,171 

仕入債務の増減額（△は減少） 7,255 18,267 

未収消費税等の増減額（△は増加） △30,849 △6,419 

その他 54,511 △45,718 

小計 117,121 288,988 

利息及び配当金の受取額 31,184 3,744 

法人税等の支払額 △23,637 △172,352 

営業活動によるキャッシュ・フロー 124,669 120,380 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △49,302 △22,565 

有形固定資産の売却による収入 1 － 

無形固定資産の取得による支出 △101,506 △135,357 

投資有価証券の取得による支出 － △200,000 

投資有価証券の償還による収入 600,000 － 

貸付けによる支出 △800 △3,000 

貸付金の回収による収入 560 1,120 

投資活動によるキャッシュ・フロー 448,952 △359,802 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

少数株主からの払込みによる収入 107,623 － 

自己株式の取得による支出 △62 △15 

配当金の支払額 △100,179 △100,177 

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,382 △100,192 

現金及び現金同等物に係る換算差額 18,738 △3,644 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 599,742 △343,259 

現金及び現金同等物の期首残高 776,162 1,375,904 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,375,904 ※ 1,032,645 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数 2社

 連結子会社の名称

  センサビジョン株式会社

  広州奥泰斯工業自動化控制設備有限公司

２．持分法の適用に関する事項

 持分法を適用した関連会社数 1社

 関連会社の名称

   ジックオプテックス株式会社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

  すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

  その他有価証券

・時価のあるもの

 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)を採用しております。

・時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ

 時価法を採用しております。

③ たな卸資産

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

機械装置及び運搬具  ４～７年

工具、器具及び備品  ２～15年

② 無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３～10年）に基づいておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

 当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

 当社および国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務（簡便法による当連結会計年度末自己都合要支給額）を計上しております。
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(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

  該当事項はありません。

 

（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年

９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13

日）

 

(1）概要

 子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱

い、取得関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定

的な会計処理の確定の取扱い等について改正されました。

(2）適用予定日

 平成28年12月期の期首から適用します。

 なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年12月期の期首以後実施される企業結合か

ら適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

 「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響は、未定であります。

 

（表示方法の変更）

（退職給付関係） 

 「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日）の改正

に伴い、複数事業主制度に基づく退職給付に関する注記の表示方法を変更しております。 

 

（会計上の見積りの変更）

  該当事項はありません。
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（連結貸借対照表関係）

※ 関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

投資有価証券（株式） 140,101千円 164,934千円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年１月１日 

  至 平成27年12月31日） 

販売手数料 241,293千円 234,604千円 

役員報酬 131,490 112,944 

給与及び賞与 556,220 674,010 

退職給付費用 32,212 37,347 

賞与引当金繰入額 13,335 36,910 

役員退職慰労引当金繰入額 11,477 11,657 

研究開発費 238,871 211,430 

 

※２ 研究開発費の総額 

前連結会計年度 
（自 平成26年１月１日 

  至 平成26年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年１月１日 

  至 平成27年12月31日） 

238,871千円 211,430千円 

 

※３ 固定資産除却損の内訳 

前連結会計年度
（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

機械装置及び運搬具 20千円   －千円

工具、器具及び備品 162   91

長期前払費用 －   112

 

（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 26,583千円 1,615千円

組替調整額 － －

税効果調整前 26,583 1,615

税効果額 △9,407 △33

その他有価証券評価差額金 17,175 1,582

為替換算調整勘定：    

当期発生額 36,375 △15,522

その他の包括利益合計 53,551 △13,940
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首 

株式数（株）

当連結会計年度 

増加株式数（株）

当連結会計年度 

減少株式数（株）

当連結会計年度末 

株式数（株）

発行済株式        

普通株式 5,009,000 － － 5,009,000

合計 5,009,000 － － 5,009,000

自己株式        

普通株式 （注） － 99 － 99

合計 － 99 － 99

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加99株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

 （親会社） 

第４回ストック・オプシ

ョン
－ － － － － 18,711

合計 － － － － － 18,711

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年３月20日 

定時株主総会
普通株式 50,090 10 平成25年12月31日 平成26年３月24日

平成26年８月１日 

取締役会
普通株式 50,089 10 平成26年６月30日 平成26年９月２日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年３月20日 

定時株主総会
普通株式 50,089  利益剰余金 10 平成26年12月31日 平成27年３月23日
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当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首 

株式数（株）

当連結会計年度 

増加株式数（株）

当連結会計年度 

減少株式数（株）

当連結会計年度末 

株式数（株）

発行済株式        

普通株式 5,009,000 － － 5,009,000

合計 5,009,000 － － 5,009,000

自己株式        

普通株式 （注） 99 20 － 119

合計 99 20 － 119

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加20株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

 （親会社） 

第４回ストック・オプシ

ョン
－ － － － － 18,711

合計 － － － － － 18,711

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年３月20日 

定時株主総会
普通株式 50,089 10 平成26年12月31日 平成27年３月23日

平成27年８月５日 

取締役会
普通株式 50,088 10 平成27年６月30日 平成27年９月２日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年３月25日 

定時株主総会
普通株式 50,088  利益剰余金 10 平成27年12月31日 平成28年３月28日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成26年１月１日
至  平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年１月１日
至  平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 1,375,904千円 1,032,645千円

現金及び現金同等物 1,375,904  1,032,645 

 

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社グループは、資金運用につきましては、主に預金及び有価証券の安全性の高い金融商品によってお

ります。

 運転資金及び設備投資資金については自己資金で全て賄えており、基本的に外部調達は不要の状況にあ

りますが、大型設備投資等の特別な資金需要が発生した場合は、必要に応じて外部調達を行うことがあり

ます。

 デリバティブは、外貨建て取引の将来の市場変動による損失の回避・コストの確定等を主な目的として

おり、積極的に投機目的で行うものでなくリスク管理が可能な範囲においての金融資産の効率運用に限り

利用する場合があります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行

うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、一部について先物為

替予約を利用して、リスクを回避する場合があります。

 投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

 資金運用の一環として、デリバティブを組み込んだ複合金融商品を利用しております。複合金融商品は

株式相場の変動によるリスクを有しております。

 営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変

動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあります。

 デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクの軽減を目的とした先物為替予約取

引であります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、各営業部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引先毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 当社は、外貨建ての債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、先物為替

予約を利用してリスクを回避しております。

 投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況等を把握し、取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

 デリバティブ取引の執行・管理については、経理規程およびデリバティブ取引取扱要領に従い、経理部

が決裁担当者の承認を得て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を見直し、流動性リスクを管理しており

ます。また、流動性リスクに対する備えとして、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提状況等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成26年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1） 現金及び預金 1,375,904 1,375,904 －

(2） 受取手形及び売掛金 1,264,893 1,264,893 －

(3） 投資有価証券      

     その他有価証券 29,033 29,033 －

  資産計 2,669,831 2,669,831 －

(1） 買掛金 290,423 290,423 －

(2） 未払法人税等 116,901 116,901 －

  負債計 407,325 407,325 －

 デリバティブ取引(*1) (102) (102) －

  (*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で示しております。

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1） 現金及び預金 1,032,645 1,032,645 －

(2） 受取手形及び売掛金 1,329,959 1,329,959 －

(3） 投資有価証券      

     その他有価証券(*1) 227,108 227,108 －

  資産計 2,589,713 2,589,713 －

(1） 買掛金 300,230 300,230 －

(2） 未払法人税等 79,943 79,943 －

  負債計 380,174 380,174 －

  (*1)組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品の時価は、投資有価証券の時価に含めて記載し

ております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）投資有価証券

 これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価

格によっております。

負 債 

(1）買掛金、(2）未払法人税等

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

デリバティブ取引 

 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

非上場株式 45,000 45,000

関係会社株式 140,101 164,934

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投

資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,375,904 － － －

受取手形及び売掛金 1,264,893 － － －

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期があるもの        

債券（その他） － － － －

合計 2,640,798 － － －

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,032,645 － － －

受取手形及び売掛金 1,329,959 － － －

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期があるもの        

債券（その他） － 200,000 － －

合計 2,362,604 200,000 － －

 

- 43 -



（有価証券関係）

その他有価証券

前連結会計年度（平成26年12月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価 (千円) 差額（千円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 29,033 13,935 15,097

小計 29,033 13,935 15,097

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

(2）債券      

 ①その他 － － －

小計 － － －

合計 29,033 13,935 15,097

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 45,000千円）については、市場性がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含まれておりません。

 

当連結会計年度（平成27年12月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価 (千円) 差額（千円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 30,648 13,935 16,713

小計 30,648 13,935 16,713

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

(2）債券      

 ①その他 196,460 200,000 △3,540

小計 196,460 200,000 △3,540

合計 227,108 213,935 13,173

（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額 45,000千円）については、市場性がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含まれておりません。

２．連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない債券には、組込デリバティブを区分して測定できない複合金融

商品が含まれており、評価差額は損益に計上しております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

前連結会計年度（平成26年12月31日） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（平成27年12月31日） 

複合金融商品関連

 組込デリバティブを区別して測定できない複合金融商品については、全体を時価評価し、「注記事項

（有価証券関係）」に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を採用しております。なお、当社

が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 また、当社は複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算することができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

 

２．複数事業主制度 

 確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度は

27,084千円、当連結会計年度は29,198千円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

平成26年３月31日現在

当連結会計年度

平成27年３月31日現在

年金資産の額 231,950百万円 261,938百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注）
262,246 284,214

差引額 △30,295 △22,275

 （注）前連結会計年度においては、「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合 

前連結会計年度 0.33％  （自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

当連結会計年度 0.34％  （自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

 

(3）補足説明

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度31,536百万円、当連結会

計年度30,399百万円）及び別途積立金（前連結会計年度1,241百万円、当連結会計年度8,123百万円）であります。

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

 なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

３．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 135,294千円 155,739千円

退職給付費用 17,097 20,064

退職給付の支払額 △391 △4,194

その他（注） 3,739 4,054

退職給付に係る負債の期末残高 155,739 175,663

 （注）主な内訳は、出向者に係る出向負担額等であります。

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表 

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当連結会計年度

（平成27年12月31日）

非積立型制度の退職給付債務 155,739千円 175,663千円 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 155,739 175,663 

     

退職給付に係る負債 155,739 175,663 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 155,739 175,663 

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度17,097千円 当連結会計年度20,064千円
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（ストック・オプション等関係）

 １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

 該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容

  平成23年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
取締役   ５名

従業員   35名

株式の種類別ストック・オプショ

ンの数（注）
普通株式   94,500株

付与日 平成23年12月１日

権利確定条件

 権利確定日まで継続して、当社または当社の関

係会社の取締役、監査役または従業員の地位に

あること。

対象勤務期間
平成23年12月２日から

 平成25年12月31日まで

権利行使期間
平成26年１月１日から

 平成28年12月31日まで

 (注) 株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

  平成23年ストック・オプション

権利確定前      （株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後      （株）  

前連結会計年度末 94,500

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 94,500
 
② 単価情報 

  平成23年ストック・オプション

権利行使価格      （円） 787

行使時平均株価     （円） －

公正な評価単価（付与日）（円） 198

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 該当事項はありません。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年12月31日）

繰延税金資産（流動）      

たな卸資産 22,945千円  26,839千円

未払事業税 12,167   6,480

賞与引当金 7,081   7,083

連結会社間内部利益消去 18,088   21,011

その他 16,507   18,727

繰延税金資産（流動）小計 76,791   80,142

評価性引当額 △806   △3,940

繰延税金資産（流動）計 75,984   76,201

       

繰延税金資産（固定）      

税務上の繰越欠損金 1,765   16,108

退職給付に係る負債 55,116   56,510

役員退職慰労引当金 38,755   38,979

設計委託費 22,571   26,303

投資有価証券 16,373   16,022

その他 6,685   5,102

繰延税金資産（固定）小計 141,266   159,025

評価性引当額 △57,483   △56,883

繰延税金資産（固定）計 83,782   102,142

       

繰延税金負債（固定）      

その他有価証券評価差額金 △5,342   △5,376

繰延税金負債（固定）計 △5,342   △5,376

       

繰延税金資産の純額 154,424   172,966

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年12月31日）

法定実効税率 37.77％   35.39％

（調整）      

交際費等 0.47   0.27

試験研究費税額控除 △14.45   △5.70

評価性引当額増減 2.42   2.19

住民税均等割 2.69   2.18

持分法損益 △2.44   △2.61

子会社税率差 1.64   0.78

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.51   4.03

その他 0.46   △1.85

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.08   34.69

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から

法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来の35.39％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時

差異については32.97％に、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異につ

いては、32.21％となります。

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は13,127千円減少し、法

人税等調整額が13,666千円、その他有価証券評価差額金が538千円それぞれ増加しております。
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（企業結合等関係）

 該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、工場の製造ラインや物流、搬送業のラインの自動化、省力化のための産業用センサ、検査装置

について包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しており、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売並びに

これらの付帯業務の単一事業であるため記載を省略しております。 

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成26年１月１日  至平成26年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

  汎用機器 アプリケーション機器 合計

外部顧客への売上高 2,176,362 3,005,848 5,182,210

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高

 （単位：千円）
 

日本 ドイツ アジア その他 合計

2,058,141 2,374,304 642,471 107,292 5,182,210

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

 （単位：千円）
 

日本 中国 合計

51,671 15,728 67,400

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント別の名称

SICK AG社 2,374,304
単一セグメントであるため記載を省

略しております。
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当連結会計年度（自平成27年１月１日  至平成27年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

  汎用機器 アプリケーション機器 合計

外部顧客への売上高 2,098,929 3,551,446 5,650,375

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 （単位：千円）
 

日本 ドイツ アジア その他 合計

2,274,652 2,296,237 956,637 122,848 5,650,375

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

 （単位：千円）
 

日本 中国 合計

48,374 29,096 77,470

 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント別の名称

SICK AG社 2,296,237
単一セグメントであるため記載を省

略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

 前連結会計年度（自平成26年１月１日  至平成26年12月31日）

 該当事項はありません。 

 

 当連結会計年度（自平成27年１月１日  至平成27年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

 前連結会計年度（自平成26年１月１日  至平成26年12月31日）

 該当事項はありません。 

 

 当連結会計年度（自平成27年１月１日  至平成27年12月31日）

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 前連結会計年度（自平成26年１月１日  至平成26年12月31日）

 該当事項はありません。 

 

 当連結会計年度（自平成27年１月１日  至平成27年12月31日）

 該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 

（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

関連会社 
ジックオプ

テックス㈱ 

京都市下京

区 
150,000 

当社製品の

企画・開発 

（所有） 

 直接 

50.0 

当社製品の

開発委託 

役員の兼任 

出向者人件

費の受入 
100,355 未収入金 18,112 

設計委託費 21,676 前払金 35,953 

販売手数料 241,293 未払金 27,387 

 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

関連会社 
ジックオプ

テックス㈱ 

京都市下京

区 
150,000 

当社製品の

企画・開発 

（所有） 

 直接 

50.0 

当社製品の

開発委託 

役員の兼任 

設計委託費 43,225 前払金 37,724 

出向者人件

費の受入 
102,309 未収入金 18,205 

販売手数料 234,604 未払金 34,569 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

     当社とＳＩＣＫ ＡＧ社（ドイツ）が50％ずつ出資し、平成元年4月に設立しております。

    当社とＳＩＣＫ ＡＧ社との間で平成15年に締結した「Renewal of Partnership Agreement」において、

    設計委託費については、両社で開発製品ごとに締結する「Development Agreement」で決定した

    ジックオプテックス株式会社の開発費実費相当額をそれぞれ負担する旨定めております。

     また、販売手数料については、開発製品ごとに３社間で合意した手数料単価を販売数量に応じて

    負担する旨定めております。

 

（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

前連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
(千US$) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容 

取引金額 
(千円) 科目 

期末残高 
(千円) 

同一の親会

社を持つ会

社 

OPTEX 

(DONGGUAN) 

CO.,LTD. 

中国広東省 

東莞市 
6,500 

当社製品等

の製造 
－ 

当社製品の

仕入 
製品仕入 1,026,375 買掛金 100,065 

 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千US$) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
(千円) 

科目 期末残高 
(千円) 

同一の親会

社を持つ会

社 

OPTEX 

(DONGGUAN) 

CO.,LTD. 

中国広東省 

東莞市 
6,500 

当社製品等

の製造 
－ 製造の委託 

製品仕入 1,026,325 買掛金 61,871 

部品販売 302,733 未収入金 26,475 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報

 オプテックス株式会社（東京証券取引所に上場）
 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

 当連結会計年度において、重要な関連会社はジックオプテックス株式会社であり、その要約財務情報は以下のと

おりであります。
 

（単位：千円）
 

 
ジックオプテックス株式会社

前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 － 425,399

固定資産合計 － 19,777

     

流動負債合計 － 115,308

固定負債合計 － －

     

純資産合計 － 329,868

     

売上高 － 334,788

税引前当期純利益金額 － 80,481

当期純利益金額 － 49,665

（注）ジックオプテックス株式会社は、重要性が増したため、当連結会計年度から

重要な関連会社としております。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成26年１月１日
至  平成26年12月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年１月１日
至  平成27年12月31日）

１株当たり純資産額 598.39円 622.40円

１株当たり当期純利益金額 40.24円 45.71円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末

（平成26年12月31日)
当連結会計年度末
（平成27年12月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 3,128,622 3,235,753

純資産の部の合計額から控除する金額 

(千円)
131,348 118,205

  (うち新株予約権（千円）) （18,711） （18,711）

  (うち少数株主持分（千円）) （112,637） （99,494）

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 2,997,274 3,117,547

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数 (株)
5,008,901 5,008,881
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３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日)

 当期純利益(千円) 201,545 228,973

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 201,545 228,973

 期中平均株式数（株） 5,008,949 5,008,891

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

 新株予約権１種類 

(新株予約権の数94,500株)

 新株予約権１種類 

(新株予約権の数94,500株)

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

 該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,329,778 2,744,053 4,211,771 5,650,375

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
54,886 120,969 229,043 338,797

四半期（当期）純利益金額

（千円）
30,397 70,378 140,683 228,973

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
6.07 14.05 28.09 45.71

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
6.07 7.98 14.04 17.63
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年12月31日) 
当事業年度 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,187,910 934,180 

受取手形 283,392 279,394 

売掛金 ※ 1,044,552 ※ 1,110,174 

製品 395,060 285,761 

仕掛品 9,462 12,181 

原材料及び貯蔵品 30,800 196,563 

前払費用 12,054 24,109 

繰延税金資産 46,300 45,667 

前払金 ※ 35,953 37,724 

未収入金 ※ 77,464 ※ 116,003 

未収消費税等 87,731 94,483 

その他 2,538 ※ 11,793 

貸倒引当金 △204 △166 

流動資産合計 3,213,019 3,147,871 

固定資産    

有形固定資産    

機械及び装置 13,955 12,262 

工具、器具及び備品 33,672 46,945 

建設仮勘定 4,948 4,687 

有形固定資産合計 52,576 63,896 

無形固定資産    

ソフトウエア 41,564 68,705 

その他 997 947 

無形固定資産合計 42,561 69,653 

投資その他の資産    

投資有価証券 74,033 272,108 

関係会社株式 150,000 150,000 

関係会社出資金 200,713 200,713 

繰延税金資産 78,413 83,620 

その他 65,194 70,228 

投資その他の資産合計 568,355 776,671 

固定資産合計 663,493 910,220 

資産合計 3,876,512 4,058,092 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年12月31日) 
当事業年度 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 ※ 288,317 ※ 297,522 

未払金 ※ 137,438 ※ 139,554 

未払費用 37,329 ※ 49,585 

未払法人税等 115,920 79,763 

賞与引当金 19,610 21,034 

その他 26,235 37,328 

流動負債合計 624,852 624,787 

固定負債    

退職給付引当金 155,739 175,663 

役員退職慰労引当金 109,509 121,166 

固定負債合計 265,248 296,829 

負債合計 890,100 921,616 

純資産の部    

株主資本    

資本金 553,241 553,241 

資本剰余金    

資本準備金 560,814 560,814 

資本剰余金合計 560,814 560,814 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

別途積立金 600,000 600,000 

繰越利益剰余金 1,243,952 1,392,449 

利益剰余金合計 1,843,952 1,992,449 

自己株式 △62 △77 

株主資本合計 2,957,946 3,106,428 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 9,754 11,336 

評価・換算差額等合計 9,754 11,336 

新株予約権 18,711 18,711 

純資産合計 2,986,412 3,136,475 

負債純資産合計 3,876,512 4,058,092 
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②【損益計算書】
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 5,045,424 5,323,497 

売上原価 2,984,951 3,116,164 

売上総利益 2,060,472 2,207,333 

販売費及び一般管理費 ※２ 1,753,910 ※２ 1,832,124 

営業利益 306,562 375,209 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 30,963 3,474 

為替差益 19,138 1,926 

その他 ※１ 7,954 ※１ 9,765 

営業外収益合計 58,055 15,166 

営業外費用    

売上割引 3,062 2,236 

その他 1,026 3,628 

営業外費用合計 4,089 5,865 

経常利益 360,529 384,509 

特別損失    

固定資産除却損 182 203 

特別損失合計 182 203 

税引前当期純利益 360,346 384,306 

法人税、住民税及び事業税 140,283 140,239 

法人税等調整額 △24,293 △4,607 

法人税等合計 115,989 135,632 

当期純利益 244,357 248,674 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   別途積立金 繰越利益剰

余金 

当期首残高 553,241 560,814 560,814 600,000 1,099,774 1,699,774 － 2,813,830 

当期変動額                 

剰余金の配当         △100,179 △100,179   △100,179 

当期純利益         244,357 244,357   244,357 

自己株式の取得             △62 △62 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － 144,177 144,177 △62 144,115 

当期末残高 553,241 560,814 560,814 600,000 1,243,952 1,843,952 △62 2,957,946 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △7,421 △7,421 18,711 2,825,120 

当期変動額         

剰余金の配当       △100,179 

当期純利益       244,357 

自己株式の取得       △62 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

17,175 17,175 － 17,175 

当期変動額合計 17,175 17,175 － 161,291 

当期末残高 9,754 9,754 18,711 2,986,412 
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当事業年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   別途積立金 

繰越利益剰
余金 

当期首残高 553,241 560,814 560,814 600,000 1,243,952 1,843,952 △62 2,957,946 

当期変動額                 

剰余金の配当         △100,177 △100,177   △100,177 

当期純利益         248,674 248,674   248,674 

自己株式の取得             △15 △15 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － 148,496 148,496 △15 148,481 

当期末残高 553,241 560,814 560,814 600,000 1,392,449 1,992,449 △77 3,106,428 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 9,754 9,754 18,711 2,986,412 

当期変動額         

剰余金の配当       △100,177 

当期純利益       248,674 

自己株式の取得       △15 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

1,582 1,582   1,582 

当期変動額合計 1,582 1,582 － 150,063 

当期末残高 11,336 11,336 18,711 3,136,475 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2）その他有価証券  

 ・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

 ・時価のないもの 移動平均法による原価法

(3）デリバティブ 時価法

(4）棚卸資産  

 ・製品、原材料 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）

 ・仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 ・貯蔵品 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産 定率法

(2）無形固定資産 定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（３～５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等、特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年

度の負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務（簡便法による当事業年度末自己都合要支給額）を計上

しております。

(4）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年

度末要支給額を計上しております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(2）連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
 
（会計上の見積りの変更）

 該当事項はありません。
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（貸借対照表関係）

※ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度 

（平成26年12月31日） 
当事業年度 

（平成27年12月31日） 

短期金銭債権 174,270千円 188,665千円

短期金銭債務 59,207 41,608

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高

前事業年度 
（自 平成26年１月１日 
至 平成26年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成27年１月１日 
至 平成27年12月31日） 

営業取引による取引高      

 売上高 281,436千円   425,741千円

 仕入高 237,660   115,613

 その他営業取引高 622,176   421,298

営業取引以外の取引による取引高 4,800   4,800

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度77％、当事業年度78％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度23％、当事業年度22％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度 
（自 平成26年１月１日 
至 平成26年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成27年１月１日 
至 平成27年12月31日） 

販売手数料 241,293千円   234,604千円

役員報酬 124,644   112,944 

給料及び賞与 471,374   541,153 

賞与引当金繰入額 13,335   15,590 

退職給付費用 32,212   37,347 

役員退職慰労引当金繰入額 11,477   11,657 

減価償却費 15,205   13,456 

研究開発費 218,176   182,152 

 

（有価証券関係）

 子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式75,000千円、子会社出資金

200,713千円、関連会社株式75,000千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式75,000千円、子会社出資

金200,713千円、関連会社株式75,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
 

当事業年度
（平成27年12月31日）

繰延税金資産（流動）      

たな卸資産 22,945千円  24,663千円

未払事業税 12,167   6,480

賞与引当金 6,940   6,934

その他 4,247   7,589

繰延税金資産（流動）計 46,300   45,667

       

繰延税金資産（固定）      

退職給付引当金 55,116   56,510

役員退職慰労引当金 38,755   38,979

設計委託費 22,571   26,303

投資有価証券 16,373   16,022

その他 6,648   5,087

繰延税金資産（固定）小計 139,463   142,902

評価性引当額 △55,706   △53,905

繰延税金資産（固定）計 83,756   88,996

       

繰延税金負債（固定）      

その他有価証券評価差額金 △5,342   △5,376

繰延税金負債（固定）計 △5,342   △5,376

       

繰延税金資産の純額 124,714   129,288

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度

（平成26年12月31日）
 

当事業年度
（平成27年12月31日）

法定実効税率 37.77％   35.39％

（調整）      

交際費等 0.31   0.20

試験研究費税額控除 △10.56   △4.86

評価性引当額増減 1.27   0.94

住民税均等割 2.00   1.88

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.15   3.14

その他 0.24   △1.39

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.19   35.29

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の35.39％から平成28年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては32.97％に、平成29年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

32.21％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は11,517千円減少し、法

人税等調整額が12,056千円、その他有価証券評価差額金が538千円それぞれ増加しております。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 
減価償却累
計額 

有形固定資産 機械及び装置 79,763 4,060 － 5,753 83,824 71,561

  工具、器具及び備品 406,981 34,863 24,524 21,499 417,321 370,375

  建設仮勘定 4,948 6,845 7,106 － 4,687 －

  計 491,693 45,769 31,630 27,252 505,833 441,936

無形固定資産 ソフトウエア 161,140 45,855 7,965 18,713 199,030 130,324

  その他 1,089 － － 50 1,089 141 

  計 162,229 45,855 7,965 18,763 200,119 130,465

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 検査機器等の取得 7,774千円 

  金型の取得 18,604

ソフトウエア 生産管理システムの構築 23,088

    ２．当期首残高及び当期末残高について、取得価額により記載しております。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸倒引当金 204 166 204 166

賞与引当金 19,610 21,034 19,610 21,034

役員退職慰労引当金 109,509 11,657 － 121,166

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

 該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ケ月以内

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日 

12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

 

 取扱場所

 

 

 

 株主名簿管理人

 

 

 

 取次所

 

 買取手数料

 

 

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

 

―

 

無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

  http://www.optex-fa.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求付株式の取得を請

求する権利、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第13期) (自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日) 平成27年３月23日近畿財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成27年５月28日近畿財務局長に提出

事業年度(第13期) (自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書であります。 

(3）内部統制報告書及びその添付書類 

平成27年３月23日近畿財務局長に提出

(4）四半期報告書及び確認書

（第14期第１四半期）（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）平成27年５月15日近畿財務局長に提出
（第14期第２四半期）（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）平成27年８月11日近畿財務局長に提出
（第14期第３四半期）（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）平成27年11月13日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

      平成28年３月28日

オプテックス・エフエー株式会社      

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 安藤 泰蔵  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 朋之  印 

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオプテックス・エフエー株式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプ

テックス・エフエー株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 



＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、オプテックス・エフエー株式

会社の平成27年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、オプテックス・エフエー株式会社が平成27年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 



 
独立監査人の監査報告書 

 

      平成28年３月28日

オプテックス・エフエー株式会社      

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 安藤 泰蔵  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 朋之  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオプテックス・エフエー株式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプテッ

クス・エフエー株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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